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研 究 課 題 名
「学生生活 と学業成績の関連性についての包括的調査一悉皆調査によ

る学生指導資料作成に向けた実験的取組み一」

研究者所属 ・氏名
研究代表者:法 学部 ・上崎哉

共同研究者:法 学部 ・片桐直人、神田宏、辻陽、林真貴子

1.研 究 目的 ・内容

本研究は2009年 度 より始められた共同研究の一つ として位置づけられ るものである。2009年

度の共同研究を通 じて学生の リアルタイムの要望を収集す ることには一定の成果を挙げたが、そ

の声を授業改善に結び付けてい くためには、学生の状況の把握が必要であるとい う結論に達 した。

そこで、2010年 度においては、学生生活実態調査 を中心に、学生の生活の状況 と学業成績 との関

係に関す る包括的調査を実施 した。

2.研 究経過及び成果

2010年 度においては、まず共同研究者全員が集ま り、先行研究や教育関連企業等によって実施

されている学生生活実態調査等を参考に しっつ、学生の生活実態を知るのに必要な調査票の設計

を行った。また、その際には、本学法学部に とって有益 となるであろうと考えられる質問項 目も

含めるとい うことも併せて企図 され、最終的には、学生の回答時間等 も考慮に入れ、全80項 目よ

り構成 される調査票を作成 した。

次いで、悉皆調査 に近い調査を長期的かっ継続的に行 うとい う趣旨の下、その調査方法にっき

協議を行い、最終的には、2010年 度は新入生 を対象に、法学部教員の協力を仰ぎ、基礎ゼ ミの授

業アンケー トを実施する際に併せて生活実態調査を行 うこととした。基礎ゼ ミは必修科目である

ことに加えて演習科 目であることから、悉皆調査に近づけるためには最も適切だと考えられた。

そ して、2010年 度の前期授業アンケー トの期間中に各基礎ゼ ミにて調査を行ったところ、650近

い回答を得ることが出来た。

学生生活実態調査はマークシー ト方式で行 ったため、まず回収 されたデータの読み取 り処理を

行った上で、各共同研究者 に調査結果を配布 した。そ して、各研究者がそれぞれの手法を用いて

分析を行ったが、辻 によって行われた因子分析の結果によれば、本学法学部には、①試験一発勝

負 ・演習 ・専門志向、②平常点 ・講義 ・指導待ち ・基礎志向そ して③平常点 ・演習 ・放任志向、

といった学生のタイプが存することが明 らか となった。更にその構成比を見てみると、②の 「平

常点 ・講義 ・指示待 ち ・基礎志向」の学生が、思いのほかに多い とい う結果が示 されてお り、こ

のような学生をどのように指導するかが今後の課題であることが共同研究者の間で認識として共

有 された。

また、こうした調査 と並行 して、2009年 度 より始められた リアルタイムアンケー トの取 り組み

も継続 されてお り、学生か ら寄せ られた全質問に対 して文書形式で回答するなどの新 しい取 り組

みもなされている。加えて、2009年 度の研究成果の報告準備 も進 められてお り、2010年12月

18日 には、大分大学で開催 された 日本教育工学会研究会に神 由、林そ して上崎の三名が出席し、

無事に報告を終えることが出来た。
一方、いわゆる社会人基礎力等の酒養のためには、上記②のよ うな学生を、①のよ うに能動的

に演習授業に参加す る学生へ と誘導することが好ましい と考えられた。そこで、2011年 度に向け

て、基礎ゼ ミにおいてプロジェク ト形式の授業を導入 し、入学当初から演習授業に対 して能動的

にコミットする学生を育成すべ く、準備 を進めることが合意 された。
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3.本 研究 と関連 した今後の研究計画

上記2.の 末尾 にて記入 した内容 につなが るが、2011年 度 は、専 門志 向を高 めるた めに初年次

教育 の改善 を試み るとい う趣 旨の下、2010年 度 と同一 のメンバーで取 り組 み を継続 してい る。

そ の取 り組 みを一言で表現すれば、プ ロジ ェク ト型演習授業 と呼ぶ こ とが 出来 るで あろ う。そ

れぞれ の基礎 ゼ ミにおいて一定の統一 的テーマ を設 定 し、そ のテーマ に沿 った演習が進 め られて

お り、2011年6.月30日 時点 において、ある程度 の成果 が見 えてきている段階 に至 ってい る。そ

して、その成果 につ いては、7月16日 に5つ の基礎 ゼ ミ合 同で、学外 にも開放 された形の報 告会

において報告す る予 定に してい る。

また、2009年 度 か ら開始 された リアル タイ ムアンケー トが継続的 に実施 されてい ることに加 え

て、2011年 度 においては、新入生だ けで なく新2年 生まで対象 を拡 大 して、学生生活実態調 査 を

行ってい る途 中で あ り、その成果 について も機会 が あれば公表 していきたい と考 えている。

4.成 果 の発表等

発 表 機 関 名 種 類(著 書・雑誌・口頭) 発表年月 日(予定を含む)

日本教育工学会 雑誌及び 口頭 2011年10月29日




